
���������	�����
���
���������������
���������������	
� ���

�

　平成��年�月��日受付　�〒���‐����　京都府宇治市神明石塚��‐��

京府医大誌　���（�），���～���，����．

　　＜特集「臓器移植法改正をめぐる諸問題」＞

臓器移植法改正をめぐる諸問題
救急医の立場から

清　　水　　義　　博

社会医療法人岡本病院（財団）第二岡本総合病院外科・救急部＊
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抄　　録

　日本では����年に臓器移植法が成立し脳死下臓器提供も可能となったが，現在までに��例の脳死臓
器提供が行われているに過ぎず，臓器移植を希望する患者に対して臓器提供が圧倒的に少ない．
　移植医療は臓器提供者（ドナー）がなければ成り立たない医療である．しかし，ドナーとなる患者発
生場所はほとんどが救急医療施設であるにもかかわらず，提供医師側の精神的・肉体的負担などから救
急医が臓器提供意思を確認し�選択肢を提示することに対してはまだまだ異論が多く�反対する立場の
救急医が多いのが現状である．京都府においても同様であった．
　今回の臓器移植法改正で，脳死下の臓器提供数が増加する可能性が高まったものの心臓死からの腎臓
提供を含め従来の問題点と本質は変わらない．また，親族への優先提供，小児からの臓器提供が可能に
なる課題もあり，現場では混乱も予想される．その解決には救急医の移植医療への理解及び，移植医の
救急医療への理解が一層必要である．
　救急施設の本来業務は地域の救急医療を支えることであり，移植医療という社会基盤への投資と，救
急医療の負担軽減に社会が体制を築くことに期待する．

キーワード：臓器移植，臓器提供，脳死，救命救急．
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 は じ め に

　救命救急の臨床では積極的治療にもかかわら
ず，脳死状態に陥る患者が少なくない．����年
に臓器移植法が成立し脳死下で心臓・肺・肝臓・
膵臓・小腸などの臓器提供も可能となったが，
現在でも臓器移植を希望する患者に対して臓器
提供が圧倒的に少ないのが現状である．
　移植医療は臓器提供者（以下「ドナー」）がな
ければ成り立たない医療である．しかし，ド
ナーとなる患者発生場所はほとんどが救急医療
施設であるにもかかわらず，脳死下臓器提供の
法律１）　ガイドライン２）　は必ずしも救急医療施設
の現状を考慮していない．�
　京都府では����年から����年まで腎臓提供
数は全国で��番目と低迷を続け，また脳死下臓
器提供は�例のみである．
　今回の臓器移植法改正で，脳死下の臓器提供
数が増加する可能性が高まったものの心臓死か
らの腎臓提供を含め従来の問題点と本質は変わ
らない．また，親族への優先提供，小児からの
臓器提供が可能になる課題もあり，現場では混
乱も予想される．
　我々は，種々の問題解決のために����年��
月に府内の救急受け入れ件数上位��施設，�類
型�施設，�大学を含めて��施設の，救急医，脳
外科医で「京都府臓器移植検討会」を立ち上げ
た（図�）．
　善意の臓器移植提供意思を無駄にしないため
に京都の提供施設の医師からみた諸問題を検討
した．

 日本の脳死の発生状況と臓器移植の実態

　脳死の原因疾患は，頭部外傷，脳腫瘍，脳血
管障害の一次性の脳障害と，中毒，溺水，呼吸

不全，窒息等の二次性の脳障害に分けられる
が，いずれも重症例として救急搬送される．
　「平成��年度厚生労働科学研究費補助金（厚
生労働科学特別研究事業）脳死の発生等にかか
わる研究」３）�は臓器提供施設である大学付属病
院，日本救急医学会指導医施設と救命救急セン
ターおよび日本脳神経外科学会専門医訓練施設
�項施設，さらに脳外科の�項の施設，救急医
学会の専門医施設の計����施設にアンケート
を実施し���施設から回答を得た．同研究報告
書によると全体では年間，約��万人の入院患者
数のうち死亡数が約�万人，脳死の判定数は
����人で，死亡数の����％が脳死と考えられ
る．そのうち脳死と判定したのは����例で，
脳死症例の��％にのみ脳死判定がなされな
かったことになる．
　この理由を見ると，一番多いのは家族からの
申し出が無かった，以下提供施設では脳死判定
をしない，�類型ではない，院内体制未整備，煩
雑な手続きであった（図�）．
　結局現場では家族からの臓器提供が積極的な
場合にのみ脳死判定を行って話を進めていると
いうことである．法改正されてもこの実情は変
化がないと考えられる．
　また根本的な問題として，救急医が京都にお
いても絶対的に不足しており，日常の救急診療
は多忙な状況であることを理解しておかねばな
らない．

 提供意思の確認

　現行の脳死下での臓器提供では，書面による
患者の生前意思の確認が義務づけられているが，
����年�月��日現在�脳死下臓器提供がなされ
た��例はいずれも意思表示カード，シール（以
下「カード」）によって生前意思が確認されてい
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る．日本臓器移植ネットワークの資料による
と，すでに国民全員がカードを有する枚数が配
布されている．しかし実際にカードを所持して
いる割合は�～��％前後であるとされている４）．
　上記の推定脳死患者数や意思表示カードの所
持率から考慮すると，本邦での脳死下臓器提供
は欧米諸国の水準に達するはずである．しかし
ながら法律施行��年半を経過した現在もわず
か��例にすぎない．一方，心停止後の腎提供に
関しては生前意思を確認する書面は必要としな
いが，この場合も家族の承諾は必要である．心
停止後の腎提供を含めた腎提供数は����年���
人，����年���人でここ数年���人前後である
が潜在数も加えると数万人という移植待機者数
には程遠い．法改正で家族の承諾だけで臓器提
供ができるようになり，例えば単純に����年
では腎提供��例中�類型施設で臨床的脳死診断
が��例され��例前後増加すると試算されてい
るが，心停止後の腎提供と同様大きく増えると

は思えない．

 日本救急医学会のスタンス

　臓器提供，とくに脳死下臓器提供に関して日
本救急医学会は以前より積極的な立場を表明し
ている．同医学会は過去脳死下臓器提供に対す
る理事会見解として，①脳死体からの臓器摘出
と提供は不可欠なものと理解する（平成�年��
月��日：脳死体からの臓器提供に関する見
解）．②われわれは脳死を人の死と認め臓器移
植は妥当な医療であり，条件さえ整えば臓器提
供に応じる用意がある（平成�年�月��日：脳
死臨調に対する見解）．③脳死状態にある患者
に対しては，医学的に脳死であることが診断さ
れるべきである．これは医師の診療行為として
の業務であり，状態の把握，確認および予後判
定の一貫した医療行為として重要である（平成
�年�月��日：脳死患者への対応と脳死体から
の臓器移植について）．④脳死の判定は法律に
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図�　　京都府臓器移植検討会　参加施設
　　　�類型：京都第一赤十字病院，京都第二赤十字病院，京都大学医学部付属病院，京都府立医科大学

付属病院，国立病院機構京都医療センター，京都きづ川病院，第二岡本総合病院．



基づいて適正に行われるべきで，脳死判定委員
会および倫理委員会が存在し，高度な診断治療
が行われうる施設（例えば日本救急医学会指導
医指定施設など）である必要がある．⑤脳死は

臓器提供の有無にかかわらず正確に診断し，そ
の診断結果を患者家族，あるいはその関係者に
正しく伝えるべきである．しかし，脳死診断後
の対応については患者本人の意思，患者家族，

��� 清　水　義　博

図�　　平成��年度　厚生労働科学特別研究事業　「脳死の発生にかかわる研究」



あるいはその関係者の考え方を十分考慮して決
定する（平成��年�月��日）．等々である．
　京都府臓器推移植検討会のメンバーの医師も
ほとんどが同学会に属しており，救急専門医は
��施設中��名存在し，学会のスタンスを理解
している事は検討会で確認している．

 脳死下臓器提供時の提供医療施設の負担

　臓器提供に至らなかった理由は，提供施設側
からは前述したように，脳死を判定しない，�
類型ではない，院内体制未整備という点，さら
には法的な脳死判定，マスコミ対応，事後検証
などの煩雑さなどが挙げられている．さらに提
供施設においては時間的，経済的にさまざまな
負担が指摘されている．
　ここでは�脳死判定自体，�臓器摘出までの
時間的拘束，�経済的問題について考える．
���．脳死判定
　法律に基づいた脳死判定は法律や法律施行規
則５）�あるいはガイドライン２）�にその手順に関し
て詳細な記載がされているが，実際には従来か
らの厚生省脳死判定基準（いわゆる竹内基準）６）
７）�による判定と大差はない．しかしながら法律
に基づいた脳死判定は判定自体や判定施設に
種々の手順や制約を設けている８）．
　具体的には法的な脳死判定をする際に，脳波
測定において責任を持って判定するには筋弛緩
薬や鎮静薬の使用・脳波検査におけるアーチ
ファクト対策を行い普段から判定診断に習熟す
る必要があり，その負担は大きい．補助検査を
用いたり，脳死判定に対する支援システムが必
要であると提供施設は要望している．　　　
　また，小児の脳死判定については����年�月
に省令，ガイドラインが出る予定であるが判定
には小児専門医が参加することが必要であり提
供施設は限定される可能性がある．
　また，一般的な臨床診断の一過程としてのい
わゆる臨床的脳死判定は，アンケート（図�）
が示すように京都の救急施設でも充分には定着
しておらず，全国的にも脳死判定と臓器提供と
を結び付けて認識している医師が多いと思われ
た．

���．臓器摘出までの時間的拘束
　日本臓器移植ネットワークの資料によると，
臨床的脳死診断から臓器摘出術終了まで平均
��時間��分を要する．このような時間的な負
担に関して日本救急医学会は����年�月�日付
で厚生労働省に対して「第二回法的脳死判定終
了から移植用臓器摘出開始までの時間の短縮に
ついて（お願い）」を提出している．
　����年度の久志本班研究報告書９）�によると外
来，���を含む病棟業務，救急診療にまったく
影響を認めなかったと答えたのは��施設中�施
設のみであり，���を含む病棟業務に支障をき
たしたのは�施設，救急診療へは�施設，とく
に�施設では救急患者搬入依頼の断り，あるい
は受け入れ不可能な時間帯が存在した．臓器提
供施設は地域での救急拠点病院でもあり，これ
ら施設で救急患者の収容が困難となれば迅速・
的確な対応の求められる外傷や虚血性心疾患�
脳血管障害などの患者に対して，その病態・予
後の悪化につながりかねないとこの報告書は結
論し現行システムにおける臓器提供施設の負担
を強調している．
���．経済的問題
　脳死下臓器提供では提供施設に多大な経済的
負担を強いているのが現状である．最初の��
例は平均���万円以上の負担で，徐々に低下し
ているとはいえ最近でも約��万円の負担が発
生しており１０），平成��年度診療報酬改定により
脳死臓器提供管理料������点や提供臓器に際
して一律������点が算定可能となったが，前述
の経済的負担をすべて補填することはできてい
ない．
　しかし前述のアンケート調査（図�）による
と，脳死判定，臓器提供に支援があれば協力で
きると回答した施設は対象病院以外にも���ほ
どあり，協力できると回答した��病院を合わせ
て���ほどの病院となり，人的物的支援があれ
ば件数が増える可能性が十分あると考えられ
た．
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図�　　アンケート結果



 

　脳死下臓器提供時の問題点を集約するのは提
供施設が関わる関連学会�具体的には主として
日本救急医学会，日本脳神経外科学会，日本集
中治療学会，日本神経学会，およびそれらの関
連学会である．これらの学会の中には臓器や組
織提供に関運する委員会が設けられている．前
述のように日本救急医学会は�臓器提供，とく
に脳死下臓器提供に関しては積極的な見解を公
表してきた．
　脳死下臓器提供は法改正後も本人意思と家族
の承諾が前提で，強要や強制があってはならな
いことは変わらない．したがって今後も多くの
救急医脳神経外科医は患者側からの申し出が
あった場合にのみ臓器提供に協力する立場をと
ると考える．すなわち，患者を脳死と診断した
後であっても主治医側から患者の臓器提供に関
する生前意思の確認や患者家族の意向を確認す
ることは少ないと推察される．しかしながら，
家族からの申し出の場合，時間的なタイミング
ですでに移植臓器として適さないことが多いと
いうデータが日本臓器移植ネットワークから明
らかになっている．また，患者が臓器提供の意
思を有する場合であっても，それを家族が主治
医に適切な時期に伝えるかは甚だ疑問である．
そのような意味でも臨床的な脳死診断後に主治
医が適切なタイミングで患者の生前意思を家族
から聴取することはきわめて重要であると考え
る．これらの問題を一つ一つ解決するために，
京都府臓器移植検討会ではメンバーである救急
医，脳外科医を院内コーディネーター医師部門
として設立し医師部門の役割として以下��項
目の目標を立て討議していくこととした．すな
わち，���院内システム構築，���ポテンシャルド
ナーの把握　適応確認，���意思確認　無い場合
の選択肢提示，���他部門との連携，���院内教
育・啓発・普及活動，���マニュアル作成，���学
会・研修会参加，���西日本都道府県コーディ
ネーターとの連携．環境整備として，���ドナー

 問題の解決と提供数増加へ向けての活動
―救急医の立場，救急医の
本質的な問題を踏まえて―

カード普及・健康保険証確認，��問診票整備で
ある．
　この検討会が発足して�年半が経つが，マ
ニュアル作成以外の�つの項目はいずれも達成
が困難な状況である．
　特に，�の意思確認　無い場合の選択肢提示
は，目標とは逆に救急医には非常に困難である
との意見が大半で，アンケート（図�）でも，
臓器提供には賛成であるが，積極的には関与し
たくないという結果であった．
　救急医の根底にあるのは臓器提供が自分達の
仕事であるという認識がなく負担が大きいこ
と，脳死という治療においては敗北のなか疲労
困憊して，家族も同様でさらに死を受け入れら
れていない状況下でそのストレスを押してまで
オプション提示に踏み切れないと言うことであ
る．
　しかし一方ではドナーが発生した際の，最も
ストレスな部分であるオプション提示，脳死判
定，さらにはドナー管理を含めてサポート体制
があれば協力すると回答をしているのも事実で
ある．
　また，救急医は移植医療に対して知識はある
程度は持っているが，どのように理解している
かでオプション提示の内容も変わり，その話し
方によっても家族の決断も変わってくるので，
救急医の教育も必要であり，京都全体の病院間
で足並みがそろえることも協議会の目的として
いる．

 考 察

　日本臓器ネットワークによると現在，献腎提
供を希望している人工透析患者は全国に約
������人おり，����年の献腎提供数は���人
���腎であり，希望者��人に�人しか献腎移植
が行われていないのが現状である１１）．世界の比
較でも日本における臓器提供者数は���万人あ
たり���人であり，スペインの����人を含む
ヨーロッパ平均の����人，アメリカの����人
と比較すると先進国のなかでも最低水準であ
る１２）１３）．このようにわが国において臓器提供が
進まない理由として���）臓器提供の意思が少な
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い，���）臓器提供に関する誤解がある，���）臓器
提供の選択肢提示が少ないなどが考えられる．

 選択肢提示と施設負担

　今回の法改正とは関係なく，やはり臓器移植
を増加させる第一歩は本人の臓器提供意思の確
認である．しかし，重篤な脳損傷で搬送された
患者の意思を直接確認することができない．し
たがって，患者家族からの申し出，あるいは医
療側からの臓器提供の選択肢提示が必要である．
しかしながら，臓器提供の対象となる患者家族
のほとんどは突然の出来事に動揺しているた
め，救急側の医療者が臓器提供の話をすること
によって，救急医療に対する不信感を抱く可能
性も考えられ救命救急の現場で選択肢提示を行
うことに抵抗感を持つ救急医は少なくない１４）．
近年では臓器提供を増加させる目的として，全
国各地において���（���������	���
�����
）
が展開されており，その中で病院態度調査
（���������	
����

	

����������）が行われてい
るが，その結果，患者家族に臓器提供の選択肢
提示を行う際に「ストレスを感じる」と回答し
た医師は，「ストレスを感じない」と答えた医師
の�倍以上であった１５）．しかしながら，患者本
人あるいは患者家族の臓器提供の意思を尊重す
ることのできる選択肢提示ができるのは，その
場で治療を担当している救急医であることも事
実である１７）１８）．
　京都においても，ほとんどの救急医の姿勢は
消極的で，本人に臓器提供の意思があり，家族
からの申し出がある時には協力するとの立場の
医師が多数であった（図�）．
　臓器提供ということを考えなければ，日常の
救急診療行為の中で脳死に至った患者に対して
敗北感はあっても治療内容に反省や後悔をする
ことはそう多いことではないが，オプション提
示をするからこそ，家族に不審に思われない
か，一点の曇りもなく最善の救命医療を尽くし
たかを考え，提示をした後も自問自答すること
になる．余計な精神的負担を強いられるくらい
なら，次の救急患者の診療に向かうという救急
医の発言は赤裸々な本音である．

　法改正により救急医にとっては，親族優先権
提供を目的とした自殺者を扱う可能性がある．
また，小児の脳死下臓器提供における固有の問
題点として，小児救急体制は日本においてまだ
未整備と言わざるを得ない中，被虐待児を判断
しなければならない救急医は新たなストレスに
さらされることが予想される．
　救急医療の現場では，救急医ばかりでなく内
科医や外科医も業務に携わっているが，臓器提
供の知識が充分ではなくかつ時間的精神的余裕
がないという現実がある．しかし，救急医は移
植医療が必要な医療であることは理解してい
る．　　　　　　　　　　　　　
　これからは最もストレスな選択肢提示，脳死
判定，さらにはドナー管理を含めてサポート体
制や臓器提供委員会の設置し院内のシステム構
築し病院の姿勢を明確にすることにより，さら
に救急医負担軽減につなげることが，積極的な
立場に変えることだと考えられた．
　救急施設の本来業務は地域の救急医療を支え
ることであり，移植医療という社会基盤への投
資が必要である．例えば日本国中に意志表示
カードが免許証や保険証に盛り込まれるような
行政の普及啓発活動や，ドナー管理が保険収載
されるなどの動きや学会などのボランティアで
なく社会の仕組みとして体制を確立することが
必要だと思われた．

 最 後 に

　我が国の救急医は本来の業務はあくまで救命
救急医療であり，移植医療とは一線を引いてい
る救急医は少なくなかった．しかしながら，今
回の法改正は，家族の申し出により，家族，お
よび本人が臓器提供の意思を持ちながら，医療
者側からの選択肢提示がないためにその尊い意
思が生かされないことが問題視され，医療者と
しての怠慢とも非難されることも増えるであろ
う．このような肉体的・精神的ストレスと，医
療怠慢の非難とのジレンマの中で救急医は危機
感を抱いている．その解決には救急医の移植医
療への理解及び，移植医の救急医療への理解が
一層必要である．
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　これまで述べてきたように問題は多くある
が，臓器を提供したい人がいて，提供を待って
いる人がいる現状で，救急医と脳外科医はその
懸け橋が役割ではないかと私は考える．京都で
は臓器移植検討会が立ち上がり従来の移植医が
主導している院内��協議会に救急医が院内��

として活動するようになり提供医療側の移植医
療への理解と今後の解決策を話し合っている．
今回の法改正が救急医の臓器移植に目を向ける
良い機会となり，救急医療の負担軽減に社会が
体制を築くことに期待する．
�

���）臓器移植に関する法律　法律第���号．����年�月
��日公布．
���）臓器提供に関する法律の運用に関する指針（ガイド
ライン）．����年��月�日制定健医発第�����号．
���）有賀　徹．平成��年度厚生労働科学研究費補助金
（厚生労働科学特別研究事業）脳死の発生等にかかわ
る研究．������
���）長谷川友紀，平賀聖悟．臓器移植の社会資源に整備
に向けての研究．移植の普及に関する研究．平成��
年度厚生科学研究費補助金感覚器障害および免疫・ア
レルギー等研究事業．北川班総合研究報告会記録集�
�����

���）臓器移植に関する法律施行細則．厚生省令第��号．
平成�年��月�日．
���）厚生省科学研究費特別事業脳死に関する研究班��
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日本医事新報．�����������
���）厚生省脳死に関する研究班．厚生省科学研究費特
別事業脳死に関する研究班��年度研究報告書（下）．
日本医事新報．�����������
���）法的脳死判定マニュアル．厚生省厚生科学研究費
特別事業「脳死判定手順に関する研究班」平成��年
度報告書．厚生省厚生科学研究費特別研究事業「脳死
判定手順に関する研究班」．�����

���）久志本成樹．平成��年度厚生科学研究費「脳死下で
の臓器移植の社会基盤に向けての研究」．久志本班研
究報告書．�����
��）横田裕行．臓器提供側から見た脳死下臓器提供の問
題点．総合臨　�����������	
�
��）長澤俊彦．臓器移植法成立後の日本移植の実状．医
のあゆみ　����������
��）瓜生原葉子，長谷川友紀，高橋公太，他．欧州にお
ける臓器提供の現状と推進への取り組み―日本の臓
器提供増加に向けて―．移植　���������
��）大島伸一．臓器移植の社会資源の整備に向けて．医
のあゆみ　����������
��）神野哲夫．献腎提供と意志確認のあり方．医のあゆ
み　����������
��）長谷川友紀，篠崎尚史，大島伸一．ドナーアクショ
ンプログラム．日臨　���������
��）白倉良太，芦刈淳太郎，高原史郎，他．悲嘆から死
別への過程．若杉長英編．コーディネーターのため
の臓器移植概説．東京：日本医学館，�����
��）鈴木和雄，大田原佳久，石川牧子，他．ドナーアク
ションプログラム―静岡県の現状．移植　���������
��）白倉良太，芦刈淳太郎，高原史郎，他．悲嘆から死
別への過程．若杉長英編．コーディネーターのため
の臓器移植概説．東京：日本医学館，�����
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